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Numecent Holdings Ltd への出資に関するお知らせ 
 

当社は、Numecent Holdings Ltd（本社：英国ノース・ヨークシャー州、日本語読み：ニューメセント 

ホールディングズ リミテッド）が実施する第三者割当による新株発行を引き受けることに同社と合意し、

出資が完了いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１． 出資の理由 

当社は、多種多様なアプリケーションを安全に快適に配信するソフトウェアのニーズが急速に高 

まっていることを認識し、2016 年 2 月に Numecent Inc(本社：米国カリフォルニア州)、以下

Numecent)と、ディストリビュータ契約を締結し、Numecent 社のあらゆるアプリケーションをセキュア

に配信する「Numecent Cloudpaging」を日本国内で販売してまいりました。 

  このたび、Numecent 社の親会社にあたる Numecent Holdings Ltd への資本参加により、さらなる事

業拡大を目指し、当社がディストリビュータからマスターディストリビュータになるよう、契約内容

の修正についても両社で合意をしました。今回の資本参加により強固な協力関係を構築することで、

日本国内でのマーケティング戦略からサービス提供まで一連の連携を深め、お客様に最適なソリュー

ションを効果的に提供できるものと考えております。 

そのため、本件は企業価値向上に資するものと判断し、新株発行を引き受けることといたしました。 

 

  Numecent 社の画期的な Cloudpaging テクノロジーは、クラウドから Windows アプリケーションを配

信する画期的なクラウドサービスプラットフォームです。例えば、ソフトウェア開発会社において、

ソフトウェアを改変することなく、従来のライセンス販売からサブスクリプションサービスとして顧

客に販売することが容易に実現できます。 

また、クラウドサービスプロバイダーにおいては、クラウドサービスプラットフォームとして、ア

プリケーションのサブスクリプション提供を容易にし、DaaS (Desktop-as-a-Service) へのアプリ

ケーション配信を実現できます。 

既に Cloudpaging CDN は、AWS (Amazon Web Services) を介して世界中で多くのユーザーに利用さ

れています。Cloudpaging CDN は、SaaS(Software-as-a-Service)サービスで、AWS の CDN サービスを

利用(経由)して、Cloudpaging でパッケージされたアプリケーションを配信するテクノロジー/ソ

リューションです。 
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２． 出資先の概要 

(1)名称 Numecent Holdings Ltd 

(2)所在地 

 

Suite 4 One Sceptre House, Hornbeam Square North, 

Harrogate,North Yorkshire,HG2 8PB 

(3)代表者の役職・氏名 ARTHUR S. HITOMI 

(4)事業内容 クラウドアプリケーション仮想化を実現するソフトウェアの開発及

び提供 

(5)設立年月 2008 年 7 月 15 日 

(6)当社と当該会社との関係 資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 当該会社の子会社である Numecent と当社とは、ディス

トリビュータ契約を締結しており、当社の仮想デスク

トップ事業において、製品・サービスに関する購買関係

があります。 

(7)当該会社の最近３年間の

経営成績及び財政状態 

当該会社との秘密保持契約に基づき、開示を控えさせていただきま

す。 

 

 

３． 出資の内容 

(1)出資額 449,998.90US ドル（約 4,882 万円） 

(2)出資後の当社持株比率 

 

当社が主要株主となる基準未満（出資先からの要請で当社持株比率

は非公表とさせていただきます。） 

  

 

 

４． 業績への影響 

 本件が当期の業績に与える影響につきましては、現段階においては軽微であると考えておりますが、

今後、開示の必要が生じた際には、その内容を速やかに開示いたします。 

 

 

以上 


